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脱炭素・水素社会実現へ世界と戦う“チーム福岡”脱炭素へのグリーンイノベーションハブ



日本の医療費 vs. エネルギー代金
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【医療費】
年間４４兆円（2021年度）

出典：
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA155KN0V10C22A9000000/
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27965.html

国内で使われ、国民の健康・安心へ

【エネルギー代金】
年換算で約２０⇒約４０兆円に高騰

●日本は自動車や機械等の輸出で稼ぎ、
エネルギー代金を支出

●高騰するエネルギー代金は海外へ流出
（＝国富の流出）

出典：https://www5.cao.go.jp/keizai3/shihyo/2022/1114/1290.pdf



「水素」がカギ（革新的環境イノベーション戦略、2020年1月策定）
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政府の司令塔：
ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略推進会議

「国内再エネ利用拡大（左上）」「海外からの再エネ大量輸入（右上）」「回収CO2の燃料化（右下）」
に「水素」が不可欠： 脱炭素社会の電力＋燃料＋原料をまかなう化学的なエネルギー媒体

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tougou-innovation/pdf/kankyousenryaku2020.pdf



法律上の“エネルギーの定義”の改正
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e-GOV法令検索 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=354AC0000000049_20230401_504AC0000000046

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等
に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）
施行日：令和五年四月一日
（令和四年法律第四十六号による改正）

（定
義
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」と
は
、
化

石
燃
料
及
び
非
化
石
燃
料
並
び
に
熱
（政
令
で
定
め

る
も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）及
び
電
気
を
い
う
。

２

こ
の
法
律
に
お
い
て
「化
石
燃
料
」と
は
、
原
油
及

び
揮
発
油
、
重
油
そ
の
他
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

石
油
製
品
、
可
燃
性
天
然
ガ
ス
並
び
に
石
炭
及
び
コ
ー

ク
ス
そ
の
他
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
石
炭
製
品
で

あ
つ
て
、
燃
焼
そ
の
他
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
用

途
に
供
す
る
も
の
を
い
う
。

３

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
非
化
石
燃
料
」と
は
、
前
項

の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
用
途
に
供
す
る
物
で
あ

つ
て
水
素
そ
の
他
の
化
石
燃
料
以
外
の
も
の
を
い
う
。

４

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
」と
は
、

非
化
石
燃
料
並
び
に
化
石
燃
料
を
熱
源
と
す
る
熱
に

代
え
て
使
用
さ
れ
る
熱
（第
五
条
第
二
項
第
二
号
ロ

及
び
ハ
に
お
い
て
「非
化
石
熱
」と
い
う
。
）及
び
化
石

燃
料
を
熱
源
と
す
る
熱
を
変
換
し
て
得
ら
れ
る
動
力

を
変
換
し
て
得
ら
れ
る
電
気
に
代
え
て
使
用
さ
れ
る

電
気
（同
号
ニ
に
お
い
て
「非
化
石
電
気
」と
い
う
。
）を

い
う
。

５

こ
の
法
律
に
お
い
て
「非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転

換
」と
は
、
使
用
さ
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
う
ち
に
占
め

る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合
を
向
上
さ
せ
る
こ
と

を
い
う
。

６

こ
の
法
律
に
お
い
て
「電
気
の
需
要
の
最
適
化
」と

は
、
季
節
又
は
時
間
帯
に
よ
る
電
気
の
需
給
の
状
況

の
変
動
に
応
じ
て
電
気
の
需
要
量
の
増
加
又
は
減
少

を
さ
せ
る
こ
と
を
い
う
。



① 非化石エネルギーを含むエネルギー全体の使用の合理化
• 非化石エネルギーの普及拡大により、供給側の非化石化が進展。これを踏ま

え、エネルギー使用の合理化（エネルギー消費原単位の改善）の対象に、
非化石エネルギーを追加。化石エネルギーに留まらず、エネルギー全体の使用
を合理化

② 非化石エネルギーへの転換の促進
• 工場等で使用するエネルギーについて、化石エネルギーから非化石エネルギー
への転換（非化石エネルギーの使用割合の向上）を求める

• 一定規模以上の事業者に対して、非化石エネルギーへの転換に関する中長
期的な計画の作成を求める

③ ディマンドリスポンス等の電気の需要の最適化
• 再エネ出力制御時への需要シフトや、需給逼迫時の需要減少を促すため、
「電気需要平準化」を「電気需要最適化」に見直し

• 電気事業者に対し、電気需要最適化に資するための措置に関する計画
（電気需要最適化を促す電気料金の整備等に関する計画）の作成等を
求める

✓ 第6次エネルギー基本計画（2021年10月閣議決定）を踏まえ、「2050年カーボンニュートラル」や2030年度の野心的な温室効果ガス削減目
標の実現に向け、日本のエネルギー需給構造の転換を後押しすると同時に、安定的なエネルギー供給を確保するための制度整備が必要。

安定的なエネルギー需給構造の確立を図るための
エネルギーの使用の合理化等に関する法律等（※）の一部を改正する法律の概要

法律の概要

✓ 省エネの対象範囲の見直しや非化石エネルギーへの転換促進、脱炭素燃料や技術への支援強化、電源休廃止時の事前届出制の導入や蓄電
池の発電事業への位置付け等の措置を講ずることで、①需要構造の転換、②供給構造の転換、③安定的なエネルギー供給の確保を同時に進める。

（１）需要構造の転換（エネルギーの使用の合理化等に関する法律）

（３）安定的なエネルギー供給の確保（電気事業法）

① 必要な供給力（電源）の確保
• 発電所の休廃止が増加し、安定供給へのリスクが顕在化している状況を踏まえ、発電所の休廃止について事前に把握・管理し、必要な供給力確保策を講ずる時

間を確保するため、発電所の休廃止について、「事後届出制」を「事前届出制」に改める
• 脱炭素化社会での電力の安定供給の実現に向けて、経済産業大臣と広域的運営推進機関（広域機関）が連携し、国全体の供給力を管理する体制を強化

② 電力システムの柔軟性向上
• 脱炭素化された供給力・調整力として導入が期待される「大型蓄電池」を電気事業法上の「発電事業」に位置付け、系統への接続環境を整備

背景

① 再生可能エネルギーの導入促進
• JOGMECの業務に、洋上風力発電のための地質構造調査等を追加
• JOGMECの出資業務の対象に、海外の大規模地熱発電等の探査事業
（経済産業大臣の認可が必要）を追加

② 水素・アンモニア等の脱炭素燃料の利用促進
• 位置づけが不明瞭であった水素・アンモニアを高度化法上の非化石エネル
ギー源として位置付け、それら脱炭素燃料の利用を促進（高度化法）

• JOGMECの出資・債務保証業務の対象に、水素・アンモニア等の製造・液
化等や貯蔵等を追加

③ CCS
※
の利用促進

• JOGMECの出資・債務保証業務等の対象にCCS事業及びそのための地層
探査を追加

• 火力発電であってもCCSを備えたもの（CCS付き火力）は高度化法上に
位置付け、その利用を促進（高度化法）

④ レアアース・レアメタル等の権益確保
• レアアースを鉱業法上の鉱業権の付与対象に追加し、経済産業大臣の許

可がなければ採掘等できないこととする（鉱業法）
• JOGMECの出資・債務保証業務の対象に、国内におけるレアメタル等の選
鉱・製錬を追加

（２）供給構造の転換（高度化法、JOGMEC法、鉱業法）

※Carbon dioxide Capture and Storage(二酸化炭素を回収・貯蔵すること)

※エネルギーの使用の合理化等に関する法律、エネルギー供給構造高度化法（高度化法）、JOGMEC法、鉱業法、電気事業法

※上記のほか、JOGMECによる事業者に対する情報提供や石油精製プロセスの脱炭素化などの措置を講ずる。 1

5（2022年5月13日可決成立、
2023年4月施行）

経済産業省HP https://www meti.go.jp/press/2021/03/20220301002/20220301002 html



経済：水素価格と用途拡大（輸送⇒発電⇒化学⇒製鉄）
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水素価格低下に伴って用途拡大。環境価値等は今後変動

（政府の各種資料のパリティ価格などを参考に作成）

★水素自動車（乗用車）【vs.ガソリン】約100円/Nm3

★水素自動車（商用車）【vs.軽油】約50円/Nm3

★水素発電【vs.天然ガス 】約15～30円/Nm3 

★化学工業【vs.天然ガス】約18円/Nm3

★水素還元製鉄【vs.石炭】約8円/Nm3

水
素
の
価
格

市場規模

30円/Nm3＠2030年政府目標

20円/Nm3＠政府将来目標

約100円/Nm3現状（人件費や投資を除く）
水素政策小委員会（値差支援などの制度設計中）

https://www meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/index html



経済産業省 水素政策小委員会資料（2022年4月27日）に加筆 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/003_02_00.pdf
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水素政策小委員会（2023年1月4日）中間整理：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/20230104_report.html

8



9

水素政策小委員会（2023年1月4日）中間整理：https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/20230104_report.html



供給：水素キャリア（液化水素、有機ハイドライド、アンモニア、メタン）
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（第25回水素・燃料電池戦略協議会、2021年3月）

各水素キャリアのメリットと課題を踏まえて、並行して技術開発を進め、適材適所で利活用

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/025_01_00.pdf

産業用ガス
会社！

石油会社！ 電力会社！ ガス会社！

水素を極低
温（20K）で

液化して船
等で運搬

トルエンに水素を化合
させたメチルシクロヘ
キサン（MCH）をケミ
カルタンカーで運搬

石炭火力発電所の排ガ
ス浄化で使っているア
ンモニア（NH3）を燃料

として使用

CO2フリー水素と回収
CO2からのCNメタンを

作って、既存の都市ガス
インフラ活用



地域：再エネ導入増で電気が余る時代に（九州） 11

九州の電力需要（棒グラフ）と
太陽光発電（赤線）
（2022年3月9日水曜日）

出典：日本テクノ㈱「環境市場」https://kankyo-ichiba.jp/kyusyu

日本卸電力取引所：
九州エリアプライス
（2022年3月9日水曜日）

昼間の数時間
（10:30-15:30）の電気は

0.01円/kWh

日没時の
電気は

45円/kWh
に高騰

九州全体の昼間の電気の
約８割は太陽光発電の

電気！

出典：九州電力発送電 https://www.kyuden.co.jp/td_power_usages/pc.html



地域：九州の再エネポテンシャル

九州電力送配電ホームページ（https://www.kyuden.co.jp/td_renewable-energy_application_index）

例：九州本土の再生可能エネルギーの接続 ・申込状況
●接続可能な再生可能電力量（太陽光：817万kW、風力：180万kW）を超える
再エネ電力接続検討申込⇒計3458万kW （vs.最大電力需要：1000万kW前後）
●太陽光発電のみならず、最近は昼夜に発電する風力発電の接続検討が増加

九州本土（離島除く）の再生可能エネルギーの接続・申込状況（2022年11月末時点）

※合計は四捨五入の関係で合わないことがある
※【 】は、指定ルールにおける出力制御対象分

12

（単位：万kW） 太陽光 風力 バイオマス
水力

（揚水除く）
地熱 合計

接続検討申込み 54 920 20 1 1 996

接続契約申込み 21 311 4 4 1 341

承諾済 248 220 69 13 4 553

接続契約申込及
び承諾済（再掲）

269
【238】

531
【475】

72 18 5 894

接続済
1,139
【375】

63
【0.87】

154 187 24 1,567

合計 1,462 1,514 246 206 29 3,458



地域：脱炭素化への水素の貢献（九州） 13

九州：CO2フリー電源比率５８％＠２０１９
（政府の２０３０年新目標を達成済！）

（出典：九州電力ホームページ
http://www.kyuden.co.jp/rate_adj_power_composition_co2.html）

九州電力の２０１９年度の電源構成（実績）

（再エネ：２３％＋原子力３５％＝５８％）

脱炭素へ（58％⇒100％） 脱炭素地域の実現に向けて
（九州の例）

●九州は脱炭素化を国内最速で実現できる
ポテンシャルあり！「水素」は脱炭素化を可能
にする戦略的なエネルギー媒体（脱炭素燃料）

★「電力」の脱炭素化は再エネ＋原子力＋水
素発電で可能！（アンモニア⇒石炭火力、
水素⇒天然ガス火力、余剰再エネは水素へ）

★「非電力」の脱炭素化は再エネ余剰電力や
海外からのCO2フリー水素で！（モビリティ・
熱・原料・半導体製造への供給）

●今後増える再エネグリーン電力を企業誘致
の強みに！（地域の電力の半分超は、すでに
カーボンニュートラル）

●電化と水素化のグリーン投資を地域へ。
カーボンニュートラルを国際金融都市への転
換や脱炭素イノベーションの好循環へ

●そのための「シンクタンク」が九大！

アンモニア
（NH3）で
脱炭素化

水素
（H2）で
脱炭素化



地域：脱炭素が九州の成長戦略へ（九州経済連合会）

（出典：九州経済連合会、「九州の未来のエネルギーに関する提言書」、2020年3月4日、（一社）九州経済連合会ホームページ
https://www.kyukeiren.or.jp/report/index.php?category=suggestion&id=3148）
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●九経連・麻生会長名で発出。九大（佐々木）がWG座長として本提言とりまとめに貢献。
●脱炭素が九州の成長戦略（九州のCO2フリー電源比率は５８％。CO2フリー電力購入容易、
九州での立地・生産でCO2排出を自動削減、世界的なCO2フリー調達・ESG投資に対応可）
●政府宣言の「脱炭素化」を、九州が最速で実現可能！国内外企業の誘致の追い風
●九大を九州・日本の「脱炭素化シンクタンク」へ（「日本の１割経済」の牽引役！）



環境金融（例）：九州経済連合会「九州の未来のエネルギーへの提言」

（出典：九州経済連合会、「九州の未来のエネルギーに関する提言書」、2020年3月4日、（一社）九州経済連合会ホームページ
https://www.kyukeiren.or.jp/report/index.php?category=suggestion&id=3148）

“Future Zero-emission Kyushu”
●九州での事業・生産は自動的に低炭素・脱炭素へ！（国内外からの企業誘致加速）
●九州立地企業に国内外からESG投資が集まる！（Kyushu ESG/SDGs Index?）
●福岡を「カーボンニュートラル国際金融都市」へ！（九大箱崎キャンパス跡地などを利活用）

九州：CO2フリー電源比率
５８％＠２０１９

（再エネ：２３％＋原子力３５％＝５８％）

（政府の２０３０年新目標を達成済！）
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CNへの400兆円規模の官民投資（経団連）
16

日本経済連合会HP「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて」2022年5月17日、https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/043.html



成
長
・
展
開

福岡水素
利用技術
研究開発
特区

福岡県水素グリーン成長戦略会議
（企業・機関８００超⇒世界最大規模）
・福岡水素戦略
（国際的な「ＩＰＨＥ優秀リーダーシップ賞」受賞）

21世紀COEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：
水素機械システム
の統合技術

水素タウン
（世界最大規模、150台の
燃料電池が集中設置）

（稲盛フロンティア
研究センター）

（世のため、人のための未来科学研究）

（公財）水素エネルギー製品
研究試験センター（福岡県）
（伊都近郊に立地。産業化を支援）

水素エネルギー
システム専攻

（世界初。工学府に平成２２年度新設）

水素先端
世界フォーラム
（最先端成果を世界に
発信する国際会議

⇒九大エネルギーウイークへ）

水素材料先端科学研究センター
（水素に触れる材料に関する集中研）

水素エネルギー
国際研究センター

（水素技術インキュべーター）

次世代エネルギー実証施設
（大学発技術を

キャンパス内で実証）

水素ハイウェイ
（九大水素キャンパスから、

全国へ展開）

九大水素プロジェクトの発展・展開
世界トップレベル研究拠点
「カーボンニュートラル・
エネルギー国際研究所」

（英語が公用語の
世界トップレベル国際研究所）

次世代燃料電池
産学連携研究
センター

（NEXT-FC）
（次世代燃料電池
の世界初の
本格的な
産学連携
集中研）

2003 20052004 2006 20082007 2009 2010 2011 2012 2013 2014

センターオブイノベーション
（社会実装のための
イノベーション拠点）

2015 2016 2017 2018 2019 20212020

●１５０００ｍ２超の実験研究スペースで、院生も含む
２００名超が最先端の燃料電池・水素エネルギー
関連研究に従事

●水素専攻１０研究室の受託研究・共同研究は
九大全体の約１割（過去１０年間）（九大教授は700人）

●水素研究施設の見学者・視察者は累積で５万人超

2022
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http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/03/08031302.htm


水素技術体系の確立：技術シーズの創製・発掘・体系化へ

脱炭素社会
（カーボンフリー）

カ－ボン
ニュ－トラル

社会

化石燃料
社会

炭素
貯留

可逆
SOFC

カーボンニュ－トラル化
• バイオ燃料作動燃料電池
• 大型燃料電池＋CO2分離＋貯留
• 再エネ水電解＋水素貯蔵＋燃料電池

人工光合成
（再生可能水素）

脱炭素化
・超高効率燃料電池＋CO2回収・利用
・再エネ水素＋水素貯蔵＋燃料電池

短期 中期 長期

time

水素
社会

水蒸気
電解

固体酸化物形燃料電池
（低純度水素、再エネメタン、
バイオ燃料などでも発電可
のｵｰﾙﾏｲﾃｨ燃料電池）

固体高分子形燃料電池
（純水素、改質水素ガスで
発電できる水素燃料電池）

低炭素化
・超高効率燃料電池（効率60～80％）
・再エネ出力変動対応燃料電池

水素
貯蔵

CO2

分離

目標：水素に関わる次世代科学技術の確立⇒サイエンスへ！
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＜多様な関連シーズを創製・発掘・統合＞

低炭素社会



研究（例）：不可能を可能にするチャレンジ（九大佐々木）

【2030年以降のFCV用
燃料電池の創製】

2030年やその先の産業界目標を達成
する「タフな燃料電池」を創製し、乗用
車のみならず、更なる高耐久化が欠か
せない商用車（トラック、バス、船舶、
列車）などへの用途拡大と本格普及に
つなげる。（NEDO事業実施中）

【電気も水素も作れる
可逆セルの創製】

オリジナルの電極材料で、水蒸気電解
での水素製造と高効率燃料電池発電
が両方でき、再エネ変動も調整。
（MITとのNEDO国際事業実施中）

燃料電池発電水素製造（電解）

可逆に
作動！

19

給電 給電＋蓄エネ

電池 乾電池（一次電池） 蓄電池（二次電池）

燃料
電池

（通常の）燃料電池
可逆セル

（“二次燃料電池”）



エネルギー研究教育機構（総長が機構長）：オール九大の連携

<未来社会予測とエネルギー学>
◆ 少子高齢化，多自然災害の

わが国固有のエネルギー
安全学

◆ 九州からのエネルギー転換
（日本へ、そして世界へ）

◆ 国際的な社会モデルの発信

<エネルギー全体の課題解決>
◆ 脱化石資源
◆ 地球温暖化防止
◆ エネルギーの国際戦略と

国際連携
◆ エネルギーマネジメント
◆ エネルギーセキュリティ

部局の壁を取り去ったオール九大のプラットフォーム組織「機構」
「あるべき未来社会」➡個別要素研究⇔連携プロジェクト⇔学際融合
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エネルギー要素
再生可能エネルギー学

生物資源学，化石資源利用学
蓄電材料，水素利用工学，
原子力，石炭，地熱などの
個別エネルギー

等

エネルギー制御
エネルギーマネジメント
エネルギーミックス

産業・都市・生活とエネルギー
超スマート社会

人間行動スマート化
等

エネルギー社会
生活様式・行動心理
エネルギー経済

安全と安心，分散型エネルギー社会
未来社会とエネルギー

等

工学

情報学

経済学

農学

未来
エネルギー学
【学際融合】

（4）グロ－バルアライアンス
（5）未来社会シンクタンク
（6）統合エネルギー教育

理想的な未来社会検討，社会政策提言
地球規模でのエネルギービジョン構築

国際エネルギ－人材育成

（1）連携プロジェクト
「再エネ」

本格的な再エネ発電、
再エネ水素貯蔵・
利用実証

（2）連携プロジェクト
「エネマネ」
エネルギー制御
基盤技術

（3）連携プロジェクト
「未来社会」

バイオエネルギ－
エネルギ－ビジネス

健康 デザイン

理学

数学

人間環境学

法学

大学全体をグリーンイノベーションのハブへ！（初代担当副学長：佐々木）


